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研究要旨 

国の第 4 期がん対策推進基本計画は、がん対策の具体的な数値目標が設定されていない。

そこで、本研究では各指標間の関連性や目標値設定の可能性について検討することを目的

とした。令和 5 年度は(1)最終アウトカムである年齢調整死亡率の将来推計の試行と(2)がん

医療の提供の分野における指標間の関連の検討に関する研究計画を行った。年齢調整死亡

率の将来推計では、推計方法として第三期大阪府がん対策推進計画で用いられた手法を適

用し、2033 年までの死亡率を推計した。がん医療の提供の分野における指標間の関連の検

討では、関連性のある指標を評価し、目標値設定に役立つかどうかの検討を行う。試行的

な結果として、年齢調整死亡率は現状のままの推移で行くと、男性では 2023-2027 年に

11.0％減、2028-2033 年に 23.4％減が見込まれ、女性では同期間にそれぞれ 4.6％減、11.7％

減と推計された。がん医療の提供の分野では、現況報告や QI 研究、患者体験調査に参加し

ている施設の各指標が最終アウトカムに影響を与えるかどうかの検討が可能である。今後、

将来推計の手法や指標間の関連性をより詳細に検討する必要がある。 

 
Ａ．研究目的 
 令和5年3月に閣議決定された国の第4
期がん対策推進基本計画において、国は
「誰一人取り残さないがん対策を推進し、
全ての国民とがんの克服を目指す。」を全
体目標に掲げ、ロジックモデルによる最終
アウトカムは75歳未満年齢調整死亡率を
はじめ、がん種別年齢調整死亡率、年齢調
整罹患率、5年生存率などが多様に設定さ
れた。しかし、各種対策において具体的な
数値目標が設定されているのは「がんの2
次予防（がん検診）」の検診受診率60％、
精検受診率90％のみであり、他の個別目
標に関しては、計測すべき指標が整理され
ているものの、具体的な目標値設定はなさ
れていない。また、ロジックモデルの中で
の連結されている各指標間の関連につい
ての検討も十分でないものある。そこで、
本研究では、各種分野の指標において、指
標間の関連性や目標値設定の可能性につ
いて検討する。 
 
(1) 年齢調整死亡率の将来推計 
 75歳未満の全がん年齢調整死亡率は最
終アウトカムの中でも最も重視される指
標であり、この指標に関しては第二期がん
対策推進基本計画では20％減という数値
目標が設定されていた。また、第三期計画
においては、多くの都道府県で全体目標の
指標として使用され、各県の状況に合わせ
た目標値設定がなされた。例えば、第三期
大阪府がん対策推進計画においては、75

歳未満の年齢調整死亡率の推移から、現状
のままの対策での減少の程度を将来推計
し1、それに対策により、減少を加速させ
るとして、目標値が設定された2。目標値
を設定する上で、現状の死亡率や罹患率の
トレンドを確認することは重要である。そ
こで、令和5年度は試行的に75歳未満の全
がん死亡率の将来推計値を確認し、今後の
目標値設定の基礎資料とすることを目的
とした。 
 
(2) がん医療の提供の分野における指標
間の関連の検討 
 「患者本位で持続可能ながん医療の提供」
の分野では最終アウトカムが5年生存率
とされているが、そこにつながる分野別ア
ウトカムや中間アウトカム、アウトプット
指標との関連に関する検討は十分になさ
れていない。そこで、本研究では各指標間
の関連性を評価し、各指標における目標値
設定が可能かの検討につなげる分析を行
う。令和5年度は分析可能なデータ項目の
洗い出しなどの準備を行った。 
 
Ｂ．研究方法 
(1) 年齢調整死亡率の将来推計 
 第三期大阪府がん対策推進計画におい
て用いた推計方法と同様の手法を適用し、
2033年までの年齢調整死亡率を推計した。 
 時代区分 𝑝 年における年齢区分 𝑎 歳に
おける死亡(罹患)リスクを 𝑅𝑎𝑝 とする。こ
のときNordpred モデルは5次の冪リンク
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関数をもつAPCモデルとして以下のよう
に定義される。 
 

Rap = (Aa + Pp + Cc + Dp)
5
, 

 
ここで，𝑐は出生年を表す変数であり，

𝑐 = 𝑝 − 𝑎によって算出される。 
𝐴𝑎，𝑃𝑝，𝐶𝑐 はそれぞれ年齢・時代・出

生年の効果を表す。 
 𝐷は時代と出生年の共通のDrift効果と
して定義される変数である。 

なお，本モデルは一般的な統計モデルと
同様に,アウトカム値である, がん死亡(罹
患)が少ない場合には推定が不安定にある
問題点がある. 特に若年世代ではがんの
死亡(罹患)は少ないため, あらかじめ, モ
デルの推定に組み込む年齢層を限定し, 
この年齢制限以下では，死亡(罹患)率の平
均値を用いて予測を行う。 
 
＜使用データ＞ 
・人口動態統計：1995年~2022年性年齢階
級別がん死亡データ 
・国勢調査を基にした1995年~2022(202
5)年性年齢階級別人口データ 
・2023年~2032年齢階級別予測人口デー
タ: 社会人口問題研究所(https://www.ips
s.go.jp/pp-zenkoku/j/zenkoku2023/db_ze
nkoku2023/s_tables/1-9.xlsx)よりダウン
ロードしたデータ 
 
(2) がん医療の提供の分野における指標
間の関連の検討 

「がん医療の提供の分野」のロジックモ
デルにおいて示されている各種指標に関
し、関連性の検討が可能なもの、また、関
連性の検討により、目標値設定につながる
かどうかについて、整理した。主に、客観
的な最終アウトカム指標である「がん種別
生存率」との関連性について着目した。 
 
＜最終アウトカム指標＞ 
・がん種別5年生存率：全国がん登録を使
用する。（別途関連研究班による）二次利
用申請により、施設別の情報を付与し、計
測可能な1年～5年生存率との関連を検討
する。 
 
関連を検討する候補指標 
＜アウトプット指標＞ 
・IMRTを提供しているがん診療連携拠点
病院かどうか 
・専従の放射線治療に携わる専門的な知
識及び技能を有する常勤の医師が１人以

上配置されているがん診療連携拠点病院
かどうか 
・・・など、専門スタッフや施設設備の配
置状況を施設ごとに整理し、全国がん登録
のデータに付与する。 
 
＜中間アウトカム指標＞ 
・診断から手術までの日数（術前化学療法
の対象外のがん種・ステージ患者に対象を
限定） 
・放射線治療関連QI（拠点病院等（QI研 
究参加施設）における標準的治療の実施割
合） 
・化学療法/薬物療法関連QI（拠点病院等 
（QI研究参加施設）における標準的治療
の実施割合） 
 
など、院内がん登録＋DPCを用いたQI調
査事業の報告に基づき、施設別の各指標を
三分位に分け、全国がん登録データに付与
する。 
 
＜分野別アウトカム＞ 
・がんの診断・治療全体の総合評価（平均
点または評価が高い割合） 
・身体的な苦痛を抱えるがん患者の割合 
・精神心理的な苦痛を抱えるがん患者の
割 
 
など、患者体験調査から得られる施設別の
指標を三分位に分け、全国がん登録データ
に付与する。 
 
 患者の治療医療機関に基づき付与され
た各指標の三分位ごとに、がん種、性別、
年齢階級別に純生存率を計測し、治療を受
けた医療機関の特徴による影響を計測す
る。生存率の計測にはPohar-Perme法の
純生存率および過剰死亡ハザードモデル
を使用する。 
 
Ｃ．研究結果 
(1) 年齢調整死亡率の将来推計 
 データの安定化を図るため、5年プール
したデータによる将来推計を行った（図1
～図3）。2018-2022年までは実測値であ
り、2023年以降は推計値となる。75歳未
満の年齢調整死亡率は男性では、第4期計
画開始時の2018-2022年では85.2（人口10
万対）であったが、2023-2027年には75.9
（11.0％減）、2028-2033年には65.3（23.
4％減）と推計された。女性では、2018-2
022年では55.4（人口10万対）であったが、
2023-2027年には52.9（4.6％減）、2028-
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2033年には49.0（11.7％減）と推計された。
男女計では、2018-2022年では69.7（人口
10万対）であったが、2023-2027年には6
4.2（7.9％減）、2028-2033年には57.3（1
7.8％減）と推計された。 
 
(2) がん医療の提供の分野における指標
間の関連の検討 
 期待される結果として、現況報告を提出
している拠点病院やQI研究に参加してい
る施設、患者体験調査に協力している施設
において把握されているアウトプット指
標、中間アウトカム、分野別アウトカムの
各指標が最終アウトカムにどのように影
響を与えるかを検討し、影響度の高い指標
を抽出したり、到達すべき指標の値の決定
に役立ったりする可能性がある。 
 個々の医療機関を特定することなく、各
医療機関の特徴としての各指標の程度が
最終アウトカムに与える影響について検
討することで、目標値設定の可能性を検討
できる。 
 
Ｄ．考察 
 令和5年度は第4期がん対策推進基本計
画におけるロジックモデルや計測する指
標に基づき、目標値設定の可能性について、
検討を行った。 
 死亡率に関しては、第4期の評価年が20
28年と開始6年後になるため、比較的短い
期間であるため、長期の将来推計の手法を
適用せずとも、シンプルな対数線形回帰な
どの手法でも大きくは違わない可能性も
ある。次年度以降、将来推計の方法に関し
て、さらに詳細の検討を行う。また、各分
野のアウトプット指標が改善し、中間・分
野別・最終アウトカムがどのように変動す
るかについての検討を行うことで、より緻
密な目標値設定が可能になる可能性もあ
る。各指標間の関連を検討し、現状での関
連性を検討した上で、目標値の設定が可能
かについて、検討する。 
 
Ｅ．結論 
 令和5年度は第4期がん対策推進基本計
画におけるロジックモデルや計測する指
標に基づき、死亡率や各種指標の目標値設
定の可能性について、検討を行った。 
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図1.  75歳未満全がん年齢調整死亡率の将来推計（男性） 

 
図2.  75歳未満全がん年齢調整死亡率の将来推計（女性） 
 

図3.  75歳未満全がん年齢調整死亡率の将来推計（男女計） 


